




小樽市の取組み

・対象者数 1000人 (中部圏域 500人，東南部圏域 250人，北西部圏域 250人)
・抽出方法 自立、要支援１・２、要介護１・２から無作為抽出
・実施時期 平成23年4～7月
・調査方法 郵送により配布。郵便及び訪問による回収。
・回答状況 940人(94.0％）

○二次予防事業への参加勧誘に活用
・運動器に関する5つの質問中3つ以上チェックが付いた方について、二次予防事業
へ参加勧誘を電話により行った。

○高齢者へのアドバイスやハイリスク者へのアプローチへの活用
・うつに関する質問の多くに「はい」と答えた方
・「介護・介助が必要だが現在は受けていない」と答えた方
・単身世帯で認知症が疑われる方
・高齢者2人の世帯で、2人ともに認知症が疑われる方 など
→リストを作成し、地域包括支援センターに引継ぎ、継続的なアプローチを依頼。

日常生活圏域ニーズ調査の概要

日常生活圏域ニーズ調査結果の活用

・認定者数の推計への反映
→ 調査結果からＡＤＬ得点が40点以下の方の人数を年齢帯及び性別ごとに見込み、その

半数が要介護認定を受けるものとし、要介護3の人数に加えた。
(例)
75～79歳の男性93人のうち１名がADL得点40点以下⇒１÷93＝1.1％
ワークシートの各年度性別及び該当年齢帯の人口にこの率を掛け算出した人数の半数を加算した。

日常生活圏域ニーズ調査結果の計画への反映

□ＡＤＬ得点が判別可能で４０点以下の方 □ＷＳのＡ８シートに加算

【男性】（調査結果） 【男性】

年齢 年齢 平成24年度 平成25年度 平成26年度

65～69歳 0 65～69歳

70～74歳 0 70～74歳

75～79歳 1 75～79歳 19 18 18

80～84歳 1 80～84歳 22 22 22

85～89歳 0 85～89歳

90歳以上 0 90歳以上

【女性】（調査結果） 【女性】

年齢 年齢 平成24年度 平成25年度 平成26年度

65～69歳 0 65～69歳

70～74歳 1 70～74歳 20 20 20

75～79歳 0 75～79歳

80～84歳 1 80～84歳 27 28 28

85～89歳 0 85～89歳

90歳以上 1 90歳以上 63 67 70
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日光市の取組み

・対象者数 ： 4,500人（一般高齢者3,871人、要介護等認定者629人）
・抽出方法 ： 無作為抽出
・実施時期 ： 平成23年5月18日から6月3日
・調査方法 ： 国の標準的な調査項目（32項目）＋追加調査項目（20項目）

郵送、無記名方式（基準日：平成23年4月1日現在）
・集計方法 ： 性別、年齢、地区（小学校区）、認定状況別に集計

○従前は合併前の旧行政区を基本とした圏域
○栃木県の４分の１を占める広大な市域と、
平野部から山間部に至る地理的多様性

↓
○地理的要素とニーズ調査から得られた各
圏域毎の世帯構成やニーズ、地域の課題
等を勘案し、地域の実情に応じた地域包
括ケアを推進するための圏域へ見直し
（ 9圏域⇒ 13圏域）

日常生活圏域ニーズ調査の概要

日常生活圏域の見直し

豊岡地区

小来川地区

塩野室地区

大沢地区

今市地区

落合地区

湯西川地区

栗山地区

三依地区

日光地区
中宮祠地区

藤原地区

足尾地区

中宮祠
中学校区域

湯西川
中学校区域

藤原地区

栗山地区

日光地区

◇家庭や地域で暮らす上で希望する支援

◆「一人暮らし」の割合 ◆「日中独居」の割合

◆「日中独居」の割合

◆地域ごとのニーズ

◆「一人暮らし」の割合

○家族と同居している
が、日中は一人の世
帯が多い

○交通手段が無く、外出の
機会が失われている

○閉じこもりやうつにより運動
機能の低下等の該当者が多い

↓
○居宅生活を中心に、移送サー
ビスや二次予防事業、介護予
防通所介護などの取り組み

◆地域ごとのニーズ

反映例 (イメージ)

・特徴的な地区を中学校区単位で分割

・生活圏の裏付けデータとして活用

◆うつ予防

○高齢者の独居世帯が多い
○地域との交流、家事援助等の
ニーズが高い

↓
○通所介護や安否確認を兼ねた給食サービスなど、
高齢者の一人暮らしを支える取り組み

調査の結果を

地域毎に分析し、特徴や

課題を把握する
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地域密着型サービスの充実

◇生活機能のリスク判定

○全体で第3位、認定者では第2位に「認知症」
○高齢者の3割以上が認知症のリスク

◇介護・介助が必要になった原因（(下)うち要介護等認定者の上位5位）

H23年度末 第5期整備予定 H26年度末

9 2 11

○認知症高齢者グループホーム（事業所数）
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和光市の取組み

１ 調査対象 平成24年1月1日現在65歳以上の方
２ 調査方法 郵送による配付、回収
３ 調査項目 ①家族状況や生活状況 ⑦足のケア

②生活機能 ⑧日常生活動作
③外出 ⑨社会参加
④運動・転倒予防 ⑩健康
⑤栄養・食事・口腔 ⑪運動・栄養改善プログラムや保健福祉サービス
⑥記憶

４ 調査期間 平成24年2月13日～2月22日
５ 回収結果 配付数：2,600部、有効回収数：1,515部、有効回収率：58.3％

日常生活圏域ニーズ調査について

和光市では、主に介護予防事業対象者の把握のため、平成15 年度から基礎資料として
高齢者の生活機能を中心とした調査を実施している。

対象は、一般高齢者及び一部の要支援・要介護認定者で、回答者には生活機能の維持、
向上に向けたアドバイス表をお送りし、介護予防の普及啓発を兼ねて調査を実施している。

調査の概要について（平成24年3月実施分）

保険者の方針を決める日常生活圏域ニーズ調査

○郵送＋未回収者への訪問による調査

個人記名式で９５％以上の回収率
調査結果を個人台帳化して地域包括支援センターに継承

★地域の課題や必要となるサービスを把握・分析

実効性のある事業計画の策定

訪問調査によりリスク者の早期発見が可能
（回答できない人にこそリスクが・・・。）

※訪問回収は民生委員・介護予防サポーターの協力により実施

○「何が本当に必要なのか？」 ・・・ 地域における課題の絞込み

関係様式の統一とコミュニティケア会議（地域ケア会議）による認識の共通化
により、スクリーニング及びクロス分析が容易に。
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地域包括ケアシステムの構築に向けて ①

★地域の実情を分析し、課題を的確に抽出

ニーズ調査 給付分析 認定状況分析＋ ＋

高齢者の状態像の把握

○ＡＤＬ，ＩＡＤＬの状況
○孤立、店頭、認知症等のリスク要因
○世帯状況、経済状況など

○地域の抱える課題、リスクの抽出

調査結果の可視化

認知症リスク等の状況（ニーズ調査）
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閉じこもりの地域状況（和光市）

要支援１ 要支援２

身体状況区分 1 2 3 1 2 3

認知症 Ｉ以上 自立 自立 Ｉ以上 自立 自立

医療ニーズ

日常生活自立度 自立・Ｊ Ａ・Ｂ・Ｃ 自立・Ｊ Ａ・Ｂ・Ｃ

割合 36.8% 21.1% 42.1% 41.2% 20.6% 38.2%

要介護１

身体状況区分 1 2 3 4 5

認知症 Ⅱ以上 Ⅱ以上 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ

医療ニーズ 高い 低い 高い 低い 低い

日常生活自立度 自立・Ｊ Ａ・Ｂ・Ｃ

割合 1.6% 54.0% 5.3% 34.9% 4.2%

要介護２

身体状況区分 1 2 3 4 5

認知症 Ⅱ以上 Ⅱ以上 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ

医療ニーズ 高い 低い 高い 低い 低い

日常生活自立度 自立・Ｊ Ａ・Ｂ・Ｃ

割合 2.8% 50.6% 8.9% 37.2% 0.6%

要介護３

身体状況区分 1 2 3 4

認知症 Ⅱ以上 Ⅱ以上 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ

医療ニーズ 高い 低い 高い 低い

日常生活自立度

割合 4.5% 67.6% 8.1% 19.8%

要介護４

身体状況区分 1 2 3 4

認知症 Ⅱ以上 Ⅱ以上 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ

医療ニーズ 高い 低い 高い 低い

日常生活自立度

割合 17.5% 61.4% 7.0% 14.0%

要介護５

身体状況区分 1 2 3 4

認知症 Ⅱ以上 Ⅱ以上 自立・Ⅰ 自立・Ⅰ

医療ニーズ 高い 低い 高い 低い

日常生活自立度

割合 31.3% 46.9% 12.5% 9.4%

標準的居宅サービス等受給者の身体状況別割合

事業計画におけるサービス等の必要量の推計に当っては、認定者の身体状況の実態を推計値に反映させるため、認定
データや日常生活圏域ニーズ調査結果から、認知症の有無、医療ニーズの高低、介護老人の日常生活自立度別に以下
の区分ごとに利用者数の推計を行っている。

■標準的居宅サービス等受給者の身体状況別割合
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地域包括ケアシステムの構築に向けて ②

介護保険事業計画への反映

人
口
の
推
計

要
介
護
認
定
者
出
現
率

計
画
に
お
け
る

認
定
者
数
の
確
定

× ＝

ニーズ調査

給付分析

認定状況分析

給付費の推計

ｻｰﾋﾞｽ・事業
の目標設定

◎ニーズ調査等により計画の推計・目標を適切に「補正」

実効性・実行性の高い計画へ

事業計画

サービス必要量の推計から基盤整備へ

介護保険サービス
必要量の推計

・介護予防 ・訪問介護

・通所介護 ・特養、老健

等

サービス基盤の整備

ニーズ調査等により、被保険者の状
態像について、“質と量”の面からも分
析を加える。

地域包括支援体制の構築

（グランドデザイン）

地域ごとの高齢者の保健福祉をめ
ぐる課題を踏まえ、サービスの供給体
制（サービス基盤）を整備

ニーズ調査を活用した高齢者個人
への働きかけ

【マクロ的な政策】

【ミクロ的な支援】

基本方針
在宅重視の事業運営
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○基本目標
地域包括ケアシステムの構築による介護保障と自立支援の確立を
目指して

○基本方針
①介護予防及び要介護度の重症化予防の一層の推進

②在宅介護と在宅医療の連携強化及び施設や病院における入退院
時の効果的連携

③地域密着型サービスの効果的な整備

④自立支援を基本とした地域包括支援センターによる包括ケアマ
ネジメントの推進

和光市長寿あんしんグランドデザイン
②ケアハウス（地域密着型特定施設
入居者生活介護）

⑤サービス付高齢者住宅等
（在宅療養支援診療所、
薬局、巡回サービス）

⑯サービス付高齢者住宅（定期巡回・随
時対応型訪問介護看護）

新倉北地域センター
での介護予防事業実
施

⑦グループホーム

⑫小規模多機能型居宅介護・グルー
プホーム

南地域センターでの介護予防
事業実施

⑬第四小学校ふれあいプラザ
（介護予防事業・地域交流実
施）

⑭グループホーム

⑮介護予防通所介護（高齢
者福祉センター）

Ｃ 中央地域包括支援センター
本町１５－５１ ２階

⑩本町小学校ふれあいプラ
ザ（介護予防事業・地域交流
実施）

①介護予防小規模多機能型居宅介護
（新倉高齢者福祉センター）

Ａ 北地域包括支援センター
新倉２－５－１２

坂下公民館での介護予防事業
実施

③小規模多機能型居宅
介護・グループホーム

⑧サービス付高齢者住宅（在宅療養支
援診療所、
薬局、巡回サービス）

白子コミセンでの介
護予防事業実施

Ｂ 北第２地域包括支援センター
白子３－１６－２

⑨小規模多機能型居
宅介護・グループホー
ム

中央公民館での介護予防
事業実施

④認知症デイサービス･グ
ループホーム

Ｄ 南地域包括支援センター
南１－２３－１
（総合福祉会館内）

⑥グループホーム

⑪定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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